
　

こ
れ
ま
で
、
宅
地
の
面
積
が
１
０
０

０
㎡
未
満
の
認
定
は
市
長
で
、
１
０
０

０
㎡
以
上
の
認
定
は
県
知
事
が
行
っ

て
お
り
ま
し
た
が
、
４
月
１
日
よ
り
、

１
０
０
０
㎡
以
上
に
つ
い
て
も
市
長
が

認
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

建
築
確
認
申
請
書
を
提
出
す
る
と

き
に
、
市
が
発
行
す
る
納
入
通
知
書

に
よ
り
納
入
し
、
領
収
書
の
写
し
を

申
請
書
な
ど
に
添
付
し
ま
す
。

　

な
お
、
県
が
発
行
す
る
証
紙
を

誤
っ
て
貼
り
付
け
し
て
い
た
場
合
、

証
紙
の
返
却
に
つ
い
て
は
行
い
ま
す

が
、
現
金
へ
の
引
き
換
え
は
で
き
ま

せ
ん
の
で
、
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く

だ
さ
い
。

●
問
合
先
＝
本
庁
建
築
住
宅
課
建
築
指
導
グ
ル
ー
プ

（
内
線
３
６
４
１
・
３
６
４
２
）

優
良
住
宅
お
よ
び
優
良
宅
地
の
認
定

建築物に限る確認申請等手数料

床面積の合計（Ａ）
建 築 確 認
手数料（Ｂ）

完了検査手数料

～ 30 ㎡以内 5,000 円 10,000 円

30 ㎡超 ～ 100 ㎡以内 9,000 円 12,000 円

100 ㎡超 ～ 200 ㎡以内 14,000 円 16,000 円

200 ㎡超 ～ 500 ㎡以内 19,000 円 22,000 円

500 ㎡超 ～ 1,000 ㎡以内 34,000 円 36,000 円

1,000 ㎡超 ～ 48,000 円 50,000 円

＊�計画変更の場合の確認手数料は、変更に係る床面積の２分
の１の面積を上記（Ａ）に当てはめたときの上記（Ｂ）の手数
料額になります。

工作物に限る確認申請等手数料

区　　分
工作物確認手数料

完了検査手数料
新たに設置 計画変更

工作物 8,000 円 4,000 円 9,000 円

４月１日より、今まで県が行ってきた

対　　象 内　　容

■建築物
　（建築基準法第６条第１項第４号）

都市計画区域内の
⑴ 100 ㎡以下の特殊建築物
⑵２階建て以下で 500 ㎡以下の木造建築物
⑶平屋建てで 200 ㎡以下の非木造建築物

■工作物
　�（建築基準法施行令第 138 条第１
項第１・３・５号）

⑴６ｍを超え 10 ｍ以下の煙突
⑵４ｍを超え 10 ｍ以下の広告塔・装飾塔・記念塔など
⑶２ｍを超え３ｍ以下の擁

ようへき

壁

事務の内容 提出部数の変更

建築基準法による、
　●建築確認・完了検査　　　　●違反建築物の是正措置
　●各種証明書の発行　　　　　●建築計画概要書の閲覧
　●道路位置指定（建築規模などに関係なくすべて）

建築物は、
４部提出から３部提出に変更になりました。

進達依頼書は、
１部提出から提出の必要がなくなりました。

浄化槽法による、
　●浄化槽審査書の審査　　　　●浄化槽工事完了報告書の受理

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による、
　●工事の届出書および通知書の受理（４号建築物に限る）
　●分別解体時の助言・命令・勧告など（４号建築物に限る）

工作物は、
３部提出から２部提出に変更になりました。

以上に掲げる各種相談などに関すること

＊上記以外の物件に関しては、これまでと同様に特定行政庁（県知事）が行います。

本市が限定特定行政庁となり、下表の建築確認などの業務を行っています。

手
数
料
の
納
入
方
法
が
変
わ
り
ま
す
。

建築確認などの限定した業務を本市で行っています
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